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介
護
保
険
料
の
お
知
ら
せ

介
護
保
険
料
の
お
知
ら
せ

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

緊
急
経
済
対
策
に
お
け
る
市
税
の
税
制
上
の
措
置
に
つ
い
て

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

緊
急
経
済
対
策
に
お
け
る
市
税
の
税
制
上
の
措
置
に
つ
い
て

１
、
中
小
事
業
者
等
が
所
有
す
る
償
却
資
産
お
よ

び
事
業
用
家
屋
に
係
る
固
定
資
産
税
な
ど
の
軽
減

措
置
に
つ
い
て

　
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響
に
よ

り
、
厳
し
い
経
営
環
境
に
あ
る
中
小
事
業
者
に
対

し
て
、
令
和
３
年
度
課
税
に
限
り
、
償
却
資
産
お

よ
び
事
業
用
家
屋
に
係
る
固
定
資
産
税
お
よ
び
都

市
計
画
税
の
課
税
標
準
を
2
分
の
1
ま
た
は
ゼ
ロ

と
す
る
軽
減
措
置
が
決
ま
り
ま
し
た
。

〇
令
和
3
年
1
月
31
日
ま
で
に
認
定
経
営
革
新
等

支
援
機
関
等（
※
）の
認
定
を
受
け
て
市
に
申
告
し

た
者
に
適
用
し
ま
す
。

（
※
）税
務
、
財
務
な
ど
の
専
門
的
知
識
を
有
し
、
一
定
の

実
務
経
験
を
持
つ
支
援
機
関（
税
理
士
、
公
認
会
計
士
、

弁
護
士
、
商
工
会
議
所
、
商
工
会
連
合
会
な
ど
）

〇
詳
し
く
は
中
小
企
業
庁
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
ご

覧
く
だ
さ
い
。

〇
償
却
資
産
申
告
書
送
付
の
際
に
も
ご
案
内
を
予

定
し
て
い
ま
す（
12
月
上
旬
頃
予
定
）。

　
65
歳
以
上
の
人
の
介
護
保
険
料
は
、
市
が
３
年

を
１
期
と
し
て
定
め
る
介
護
保
険
事
業
計
画
に
基

づ
き
、
介
護
サ
ー
ビ
ス
の
利
用
料
な
ど
の
見
込
み

か
ら
保
険
給
付
に
要
す
る
費
用
の
総
額
を
推
計

し
、
計
画
期
間
中
に
お
い
て
財
政
の
均
衡
を
保
つ

こ
と
が
で
き
る
よ
う
算
定
さ
れ
て
い
ま
す
。
令
和

元
年
10
月
1
日
か
ら
の
消
費
税
率
10
％
へ
の
引
き

上
げ
に
合
わ
せ
て
、
消
費
税
に
よ
る
公
費
を
投
入

し
て
低
所
得
者
の
介
護
保
険
料
の
軽
減
強
化
を
行

う
た
め
、
令
和
２
年
度
介
護
保
険
料
を
改
定
し
ま

す
。

　
改
定
と
な
る
の
は
、
所
得
段
階
が
第
１
段
階
か

ら
第
３
段
階
の
人
で
す
。
改
定
の
内
容
は
下
記
を

ご
覧
く
だ
さ
い
。

　
な
お
、
第
４
段
階
か
ら
第
11
段
階
の
人
の
保
険

料
は
従
前
ど
お
り
と
な
り
ま
す
。

　
保
険
料
額
の
確
認
は
、
介
護
保
険
べ
ん
り
帳

（
平
成
30
〜
32
年
度
）お
よ
び
安
中
市
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
か
ら
確
認
し
て
く
だ
さ
い
。

　
皆
さ
ん
が
負
担
し
て
い
る
保
険
料
は
、
介
護
保

険
事
業
を
円
滑
に
運
営
す
る
た
め
の
大
切
な
財
源

で
す
の
で
、
ご
理
解
と
ご
協
力
を
お
願
い
し
ま

す
。

２
、
生
産
性
革
命
の
実
現
に
向
け
た
固
定
資
産
税
の
特
例

措
置
に
つ
い
て

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響
を
受
け
な
が
ら
も

新
規
に
設
備
投
資
を
行
う
中
小
事
業
者
な
ど
を
支
援
す
る

観
点
か
ら
、
生
産
性
向
上
特
別
措
置
法
に
基
づ
く
先
端
設

備
な
ど
の
対
象
資
産
に
、
一
定
の
事
業
用
家
屋
お
よ
び
構

築
物
が
追
加
さ
れ
ま
し
た
。
要
件
を
満
た
し
た
資
産
を
新

規
取
得
し
た
場
合
、
該
当
資
産
に
係
る
固
定
資
産
税
の
課

税
標
準
額
が
３
年
間
ゼ
ロ
に
な
り
ま
す（
設
備
等
導
入
計

画
の
認
定
申
請
に
つ
い
て
は
□松 

地
域
創
造
課
商
工
労
働
係

（
☎
内
線
2
6
2
1
）へ
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
）。

３
、
軽
自
動
車
税
環
境
性
能
割
の
臨
時
的
軽
減
の
延
長
に

つ
い
て

軽
自
動
車
税
環
境
性
能
割
の
税
率
を
１
％
分
軽
減
す
る
特

例
措
置
を
６
ヶ
月
延
長
し
、
令
和
３
年
３
月
31
日
ま
で
に

取
得
し
た
も
の
も
対
象
と
な
り
ま
す
。

４
、
文
化
芸
術
・
ス
ポ
ー
ツ
イ
ベ
ン
ト
を
中
止
な
ど
し
た

主
催
者
に
対
す
る
払
戻
請
求
権
を
放
棄
し
た
観
客
な
ど
へ

の
寄
附
金
控
除
の
適
用
に
つ
い
て

政
府
の
自
粛
要
請
を
踏
ま
え
て
一
定
の
文
化
芸
術
・
ス

ポ
ー
ツ
イ
ベ
ン
ト
を
中
止
な
ど
し
た
主
催
者
に
対
し
、
観

客
な
ど
が
入
場
料
な
ど
の
払
戻
し
を
請
求
し
な
か
っ
た
場

合
に
は
、
放
棄
し
た
金
額
を
寄
附
金
控
除
の
対
象
と
し
ま

す
。

５
、
住
宅
ロ
ー
ン
控
除
の
適
用
要
件
の
弾
力
化
に
つ
い
て

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響
に
よ
る
住
宅
建
設

の
遅
延
な
ど
に
よ
っ
て
住
宅
へ
の
入
居
が
遅
れ
た
場
合
で

も
、
期
限
内
に
入
居
し
た
の
と
同
様
の
住
宅
ロ
ー
ン
控
除

を
受
け
ら
れ
る
よ
う
、
適
用
要
件
を
弾
力
化
し
ま
す
。

介
護
高
齢
課
介
護
保
険
係
（
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内
線
１
１
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本

１
・
２
：
　
税
務
課
固
定
資
産
税
係
（
☎
内
線
１
０
６
７
）

　
３
　
：
　
税
務
課
諸
税
証
明
係
（
☎
内
線
１
０
６
３
）

４
・
５
：
　
税
務
課
市
民
税
係
（
☎
内
線
１
０
６
４
）

１
〜
５
：
　
住
民
福
祉
課
税
務
保
険
係
（
☎
内
線
２
１
２
２
）

本本本松

令
和
2
年
2
月
〜
10
月
ま
で

の
連
続
す
る
3
ヶ
月
間
の
売

上
高
が
前
年
の
同
期
間
と
比

べ30
％
以
上
50
％
未
満
減
少
し

て
い
る
者

50
％
以
上
減
少
し
て
い
る
者

償
却
資
産
お
よ

び
事
業
用
家
屋

に
対
す
る
課
税

標
準
の
特
例
率

2
分
の
1

ゼ
ロ

＜参考＞申請の流れ（法人の場合）【65歳以上の人の介護保険料】（令和2年度）
○中小事業者等であることの確認
　・資本金を登記簿謄本の写し等で確認
　・大企業の子会社でない旨を誓約書で確認
　・性風俗関連特殊営業を行っていない旨を誓約書で確認
○事業収入の減少の確認
　2020年2月～10月までの連続する3月の期間の事業収入が前年同期間と比べ30％or
　50％以上減少していることを会計帳簿等で確認。
○特例対象家屋の居住用・事業用割合の確認
　特例の対象資産について事業用の部分を所得税青色・白色申告決算書、収支内訳書
　等を用いて確認

中小企業者等

認定経営革新等
支援機関等

市町村

①確認依頼 ②確認書発行

③軽減申請

認定経営革新等支援機関等が確認した証明書
及び同機関に提出した書類一式
　1.中小事業者等であること
　2.事業収入が一定程度落ちこんでいること
　3.事業の用に供している資産であること

注：特殊な償却資産（二以上の市町村に
またがるものなど）については、総務大
臣または道府県知事に申請する必要があ
る（家屋は常に市町村に申請）

※課税年金収入額とは、住民税の課税対象となる年金（国民年金、厚生年金など）の収入額
で、非課税となる年金（障害年金、遺族年金など）は含まれません。
※所得金額とは、前年（令和元年度）中の収入から必要経費（給与の場合には給与所得控除
額、年金の場合には公的年金等控除額）を控除した金額で、所得控除（扶養控除や社会保険
料控除など）をする前の金額です。

所得段階

第1段階

第2段階

第3段階

対象となる人

・生活保護受給者
・世帯全員が住民税非課税で、本人が老
齢福祉年金受給者
・世帯全員が住民税非課税で、本人の課
税年金収入額と合計所得金額の合計が
80万円以下の人

・世帯全員が住民税非課税で、本人の課
税年金収入額と合計所得金額の合計が
80万円超120万円以下の人

・世帯全員が住民税非課税で、本人の課
税年金収入額と合計所得金額の合計が
120万円超の人

保険料（年額）
改定前

（基準額×0.375）
26,600円

（基準額×0.625）
44,300円

（基準額×0.725）
51,400円

保険料（年額）
改定後

（基準額×0.30）
21,300円

（基準額×0.50）
35,400円

（基準額×0.70）
49,600円

【低所得者の保険料軽減について】
介護保険法の改正により、消費税による公費を投入して低所得者の保険料軽減を行う仕組
みが設けられています。平成27年度から第1段階の保険料軽減が行われ、昨年度（令和元年
度）は、消費税の増税分を財源とした負担軽減措置が段階的におこなわれ、今年度（令和2年
度）においては、完全実施されます。軽減内容の詳細は、例規の改正などが整い次第、おし
らせします。

中小企業庁HPより


